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下記の設例を読んで、設問１および設問２に答えなさい。 
 
１．Ｐ株式会社は、自動車部品の製造を業とする会社であり、取締役会を設置しておらず、

種類株式発行会社でもない。また、Ｐ社は単元株式制度を利用していない。Ｐ社の経営に

ついては、取締役であるＡが業務執行に関する決定のほぼすべてを決定しており、Ａの子

でＰ社の取締役であるＢがＡを補佐していた（Ｐ社にはＡ・Ｂ以外に取締役はいない）。Ｐ

社の定款には、取締役の員数について３人以内とする旨、および取締役の任期を１０年と

する旨の定めがおかれていた。 
 
２．Ｐ社の発行済株式総数は１万株であり、うち８０００株をＡが、８００株をＢが保有

し、残りの１２００株はＡの子であるＣ・Ｄ・Ｅが４００株ずつ保有していた。Ｐ社の発

行可能株式総数は４万株である。 
 
３．平成２８年７月頃、Ａは体調を崩し、業務執行をＢに委ねることが多くなった。Ａに

万一のことがあった場合に、Ａが保有する株式が相続されると、取締役の地位を追われる

こともあるかもしれないと考えたＢは、Ａに対して保有する株式をＢに譲渡するよう求め

たが、Ａは拒み続けた。 
 
４．同年１１月に入ってＡの容態は急変し、同月１１日に死亡した。Ａの相続人は、Ｂ・

Ｃ・Ｄ・Ｅの４人であり、相続分は均等であった。Ａが保有していたＰ社株式（以下、本

件相続株式という）を含む相続財産について、４人の相続人による遺産分割協議が開始さ

れたが、協議は難航し、長期化することが見込まれた。 
 
５．Ｂの取締役としての任期は、平成２９年１月２７日に開催予定のＰ社定時株主総会（以

下、本件総会）の終結までとなっていた。このため、本件総会において取締役を選任しな

ければなかった。そこでＢは、Ｃ・Ｄ・Ｅに対し、本件総会にＢを取締役に選任する旨の

議案を提出するので、本件相続株式については、その議案に賛成の議決権行使をするよう

説得を試みたが、Ｃ・Ｄは頑なにこれを拒否し、Ｅは態度を保留した。 
 
６．Ｃ・Ｄを説得することは難しいと判断したＢは、Ｅに対して、本件総会にＢおよびＥ

を取締役に選任する旨の議案を提出するから、Ｅが本件相続株式にかかる権利行使者とし

て、その議案に賛成の議決権行使をするよう依頼したところ、Ｅは、Ｂの依頼を承諾した。 
 
７．平成２９年１月１０日、Ｂは、Ｐ社を代表して、取締役の選任を議題として記載した



本件総会の招集通知を、Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｅに送付した。招集通知を受け取ったＣ・Ｄは、遺

産分割協議に決着がつくまでは本件相続株式についていかなる議決権行使もすべきではな

いとの考えをＢに示し、本件総会には出席しないことを伝えた。これを受けて、Ｅは、本

件相続株式の権利行使者として本件総会において議決権を行使することをＰ社に申し出た

ところ、Ｂが、Ｐ社を代表してＥによる本件相続株式にかかる議決権行使に同意した。 
 
８．同月２７日、ＢおよびＥが出席して本件総会が開催され、Ｂは、ＢおよびＥを取締役

に選任することを提案し、いずれの議案についても、ＢおよびＥが賛成したことにより、

計９２００株について賛成の議決権行使がされ、決議が成立したものとされている（以下、

本件選任決議という）。 
 
９．さらに、Ｂは、本件総会の場において、募集株式の発行（以下、本件株式発行という。）

を議題とすることを提案し、募集事項として、発行する株式の数を１万株、払込金額を１

０００円、払込期日を１月２９日とする決議が、ＢおよびＥの賛成により計９２００株に

ついて賛成の議決権行使がされ、成立した。本件株式発行にかかる募集株式はすべてＢに

割り当てることが決定され、払込期日にＢによって１０００万円の払込みがされた。 
 
 
設問１  
本件選任決議にはどのような瑕疵があるか、答えなさい。 
 
設問２ 
Ｃは、平成２９年２月２０日、本件株式発行について株式発行無効の訴え（会社法８２８

条１項２号）を提起した。請求が認められるためには、Ｃはどのような主張をすればよい

か、検討しなさい。 
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設問１ 

（１）共有株式にかかる議決権行使の方法 
①本件相続株式はＢ・Ｃ・Ｄ・Ｅの共有に属する。 
 
②共有株式については、本来、権利行使者を１名定め、会社に通知しなければならない

（会社１０６条）。 

 
③権利行使者の指定は、共有物の管理行為として、持分価格の過半数によって決定され

る（民２５２条本文）、最判平成 9 年 1 月 28 日判時１５９９号１３９頁）ところ（共
有者全員の同意を要するという見解もある）、本件ではＥを権利行使者とすることにつ

いて本件相続株式の持分の過半数による決定がされていない。 

 

（なお、総会の招集通知を受ける者についても共有者のうち１人を指定し、会社に通知しなければならな

い（会社１２６条３項）。本問ではこの通知も行なわれていないが、本件総会の招集通知は本件相続株式の

共有者全員に送付されているため、問題とならない。） 

 

④もっとも、会社法１０６条ただし書きによれば、権利行使者の指定・通知をしていな

くても、会社が同意すれば共有株式について株主としての権利を行使することができる

とされている。本問では、Ｅによる議決権行使についてＢがＰ社を代表して同意してい

る。                    
 
（Ｐ社は取締役会非設置会社であるから各取締役が代表権を有する（会社３４９条１項・２項）。したがっ

て、ＢはＰ社を代表する権限を有する。） 

 
⑤もっとも、会社法１０６条ただし書きは、共有株式にかかる株主としての権利行使（本

件では議決権行使）の方法（議決権行使であれば特定の議案に賛成するか、反対するか）

が適法に決定されている場合において、権利行使者の指定・通知がなくても、会社の同

意があれば、適法な権利行使（議決権行使）となることを定めたものにすぎない（最判

平成 27年 2月 19日民集 69巻 1号 25頁）。  
 
 
⑥共有株式にかかる議決権行使は、「当該議決権の行使をもって直ちに株式を処分し、

又は株式の内容を変更することになるなど特段の事情のない限り」共有物の管理行為に

あたる（前掲・最判平成 27年 2月 19日）。したがって、議決権行使の方法は持分価格



の過半数によって決定される（つねに共有者全員の同意を要するとの見解もある）。 
 
⑦本問で問題となっているのは、取締役選任決議であり、この決議における議決権行使

によって、本件相続株式の内容が変更されたり、直ちに処分されたりすることはない。

したがって、本件相続株式にかかる議決権行使の方法は持分価格の過半数によって決定

される。しかし、本件選任決議におけるＥの議決権行使は、本件相続株式の持分価格の

過半数によって決定されたものではない 
 
⑧したがって、本件選任決議において、Ｅによってされた本件相続株式にかかる議決権

行使は適法とはいえない。そうすると、本件選任決議の決議方法は法令に違反すること

となり、これは株主総会決議取消事由（会社法８３１条１項１号）に該当する。以上よ

り、本件選任決議には決議取消事由に相当する瑕疵がある。  

 
 
設問２ 

①本件株式発行にかかる募集事項を決定した株主総会決議には、本件選任決議について

設問１で述べたのと同じ理由から、決議取消事由があると解される。 
 
②Ｐ社は取締役会を設置していないことから公開会社でない会社である。 
 
③「公開会社でない株式会社（以下「非公開会社」という。）については，募集 事項の
決定は取締役会の権限とはされず，…株主総会の特別決議によって募集事項を決定する

ことを要し（会社法１９９条），また，株式発行無効の訴えの提訴期間も，公開会社の

場合は６箇月であるのに対し，非公開会社の場合には１年とされている（同法８２８条

１項２号）。 これらの点に鑑みれば，非公開会社については，その性質上，会社の支配
権に関わる持株比率の維持に係る既存株主の利益の保護を重視し，その意思に反する株

式の発行は株式発行無効の訴えにより救済するというのが会社法の趣旨と解されるの

であり，非公開会社において，株主総会の特別決議を経ないまま株主割当て以外の方法

による募集株式の発行がされた場合，その発行手続には重大な法令違反があり，この瑕

疵は上記株式発行の無効原因になると解するのが相当である。」（最判平成 24年 4月 24
日民集 66巻 2908頁） 
（下線部の事項（株式発行無効の訴えの提訴期間に関するものはなくてもよい）を示し

て、最後の下線部にある結論を書くのが理想的） 

 
④本件株式発行にかかる株主総会決議が取り消されれば、本件株式発行について総会の

特別決議を欠くこととなり、前述のとおりＰ社は非公開会社であるから、本件株式発行



は無効となる。  
                       
⑤もっとも、株主総会決議の取消しは、総会決議取消の訴えによってのみ請求できるも

のとされ、決議取消判決が確定しない限り決議は有効である（会社法８３１条１項柱書

き）。 
このことからすれば、募集事項を決定する総会決議について、決議取消判決が確定し

ていないにもかかわらず、株式発行無効の訴えにおいて、株式発行が無効事由として、

その総会決議が取り消されるべきものであることを主張することは許されないとも解

しうる。 
しかし、取消判決が確定した後では、株式発行無効の訴えの提訴期間が徒過してしま

うおそれが高い。したがって、決議取消判決を待たずに、株式発行無効の訴えにおいて、

総会決議に取消事由があることを主張することができると解すべきである。 
 
⑥株式発行無効の訴えにおいて、総会決議に取消し事由があることを無効原因として主

張できるのは、決議取消の訴えの提訴期間内（決議から３カ月（会社法８３１条１項柱

書き））に限られると解すべきである（株式発行無効の訴えの提訴期間（株式発行の効

力発生から１年、会社法８２８条１項２号括弧書き）とする見解も可）。 
 Ｃは、上記の期間内に株式発行無効の訴えを提起しているから、株式発行無効原因と

して、募集事項を決定した総会決議に取消し事由があることを主張できる。 
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設問１ 

（１）共有株式にかかる議決権行使の方法 
①本件相続株式はＢ・Ｃ・Ｄ・Ｅの共有に属する              （３点） 

 
②共有株式については、本来、権利行使者を１名定め、会社に通知しな 
ければならない（会社１０６条）。                     （６点） 

 
③権利行使者の指定は、共有物の管理行為として、持分価格の過半数によって 
決定される（民２５２条本文（条文は示してなくてよい）、最判平成 9年 1月 
28日判時１５９９号１３９頁）ところ（共有者全員の同意を要するという見解 
をとっていても減点はなし）、本件ではＥを権利行使者とすることについて本件 
相続株式の持分の過半数による決定がされていない。           （１０点） 

（Ｅが有効に権利行使者に指定されていないことのみ述べるもの。          （６点）） 

 

（なお、総会の招集通知を受ける者についても共有者のうち１人を指定し、会社に通知し 

なければならない（会社１２６条３項）。本問ではこの通知も行なわれていないが、本件 

総会の招集通知は本件相続株式の共有者全員に送付されているため、問題とならない。 （＋３点）） 

 

④会社法１０６条ただし書きによれば、権利行使者の指定・通知をして 
いなくても、会社が同意すれば共有株式について株主としての権利を行使 
することができるとされている。本問では、Ｅによる議決権行使について 
ＢがＰ社を代表して同意している。                    （８点） 
 
（Ｐ社は取締役会非設置会社であるから各取締役が代表権を有する（会社３４９条１項・２項）。 

したがって、ＢはＰ社を代表する権限を有する。                  （＋２点）） 

 
⑤もっとも、会社法１０６条ただし書きは、共有株式にかかる株主としての 
権利行使（本件では議決権行使）の方法（議決権行使であれば特定の議案に 
賛成するか、反対するか）が適法に決定されている場合において、権利行使者 
の指定・通知がなくても、会社の同意があれば、適法な権利行使（議決権行使） 
となることを定めたものにすぎない（最判平成 27年 2月 19日民集 69巻 1号 
25頁）。                             （最高１２点） 
 
 



⑥共有株式にかかる議決権行使は、「当該議決権の行使をもって直ちに株式を 
処分し、又は株式の内容を変更することになるなど特段の事情のない限り」 
共有物の管理行為にあたる（前掲・最判平成 27年 2月 19日）。したがって、 
議決権行使の方法は持分価格の過半数によって決定される（共有者全員の同意 
を要するとの見解をとっていても減点はなし）。               （８点） 
 
⑦本問で問題となっているのは、取締役選任決議であり、この決議における 
議決権行使によって、本件相続株式の内容が変更されたり、直ちに処分され 
たりすることはない。したがって、本件相続株式にかかる議決権行使の方法 
は持分価格の過半数によって決定される。しかし、本件選任決議におけるＥ 
の議決権行使は、本件相続株式の持分価格の過半数によって決定されたもの 
ではない（⑥で議決権行使の方法の決定に共有者全員の同意を要するという 
見解をとった場合には、端的にＥによる議決権行使について共有者全員の同意 
がないことを書いていれば満点） 。                   （６点） 
 
⑧したがって、本件選任決議において、Ｅによってされた本件相続株式にかかる 
議決権行使は適法とはいえない。そうすると、本件選任決議の決議方法は法令に 
違反することとなり、これは株主総会決議取消事由（会社法８３１条１項１号） 
に該当する。以上より、本件選任決議には決議取消事由に相当する瑕疵がある。  

（８点） 
 （決議取消事由が具体的に書かれていない（「決議方法の法令違反」にあたることを書いていない） 

場合                                     （５点）） 

 
設問２ 

①本件株式発行にかかる募集事項を決定した株主総会決議には、本件選任 
決議について設問１で述べたのと同じ理由から、決議取消事由があると 
解される。                              （４点） 
 
②Ｐ社は取締役会を設置していないことから公開会社でない会社である。 
（解答のうちどこかでこのことが記載されていればよい）         （４点） 
                  （理由なく非公開会社であることのみ示すものは２点） 

 
③「公開会社でない株式会社（以下「非公開会社」という。）については， 
募集 事項の決定は取締役会の権限とはされず，…株主総会の特別決議に 
よって募集事項を決定することを要し（会社法１９９条），また，株式発行 
無効の訴えの提訴期間も，公開会社の場合は６箇月であるのに対し，非公開 



会社の場合には１年とされている（同法８２８条１項２号）。 これらの点に 
鑑みれば，非公開会社については，その性質上，会社の支配権に関わる持株 
比率の維持に係る既存株主の利益の保護を重視し，その意思に反する株式の 
発行は株式発行無効の訴えにより救済するというのが会社法の趣旨と解され 
るのであり，非公開会社において，株主総会の特別決議を経ないまま株主 
割当て以外の方法による募集株式の発行がされた場合，その発行手続には 
重大な法令違反があり，この瑕疵は上記株式発行の無効原因になると解する 
のが相当である。」（最判平成 24年 4月 24日民集 66巻 2908頁） 
（下線部の事項（株式発行無効の訴えの提訴期間に関するものはなくてもよい）がすべ

て書かれていれば１２点。最後の下線部にある結論のみ示すものは５点。そのほか５点

から１２点の間で採点） 

 
④本件株式発行にかかる株主総会決議が取り消されれば、本件株式発行について 
総会の特別決議を欠くこととなり、前述のとおりＰ社は非公開会社であるから、 
本件株式発行は無効となる。                       （４点） 
 
⑤もっとも、株主総会決議の取消しは、総会決議取消の訴えによってのみ請求 
できるものとされ、決議取消判決が確定しない限り決議は有効である（会社法 
８３１条１項柱書き）。 
このことからすれば、募集事項を決定する総会決議について、決議取消判決 

が確定していないにもかかわらず、株式発行無効の訴えにおいて、株式発行が 
無効事由として、その総会決議が取り消されるべきものであることを主張する 
ことは許されないとも解しうる。 
しかし、取消判決が確定した後では、株式発行無効の訴えの提訴期間が徒過 

してしまうおそれが高い。したがって、決議取消判決を待たずに、株式発行無効 
の訴えにおいて、総会決議に取消事由があることを主張することができると解す 
べきである。                           （最高１０点） 
 
⑥株式発行無効の訴えにおいて、総会決議に取消し事由があることを無効原因 
として主張できるのは、決議取消の訴えの提訴期間内（決議から３カ月（会社法 
８３１条１項柱書き））に限られると解すべきである（株式発行無効の訴えの 
提訴期間（株式発行の効力発生から１年、会社法８２８条１項２号括弧書き） 
とする見解も可）。 
 Ｃは、上記の期間内に株式発行無効の訴えを提起しているから、株式発行無効 
原因として、募集事項を決定した総会決議に取消し事由があることを主張できる。 

（５点） 


